
新潟市自治会等集会所建設費補助金交付要綱 

 

昭和４９年 ４月 １日 実施 

昭和５０年 ４月 １日 改正 

昭和５１年 ４月 １日 改正 

昭和５２年 ４月 １日 改正 

昭和５３年 ４月 １日 改正 

昭和５４年 ４月 １日 改正 

昭和５５年 ４月 １日 改正 

昭和６０年 ４月 １日 改正 

平成 ２年 ４月 １日 改正 

平成 ４年 ４月 １日 改正 

平成 ８年 ４月 １日 改正 

平成１３年 ４月 １日 改正 

平成１４年 ４月 １日 改正 

平成１７年 ３月２１日 改正 

平成１９年 ４月 １日 改正 

平成２１年 ４月 １日 改正 

平成２２年 ４月 １日 改正 

平成２３年 ４月 １日 改正 

平成２５年 ４月 １日 改正 

平成２６年 ４月 １日 改正 

平成２８年 ４月 １日 改正 

平成３１年 ４月 １日 改正 

令和 ４年 ４月 １日 改正 

令和 ６年 ４月 １日 改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、自治会・町内会又はその連合組織（以下「自治会等」

という。）が地域活動を行うため、その拠点となる集会所の建設、購入又は修繕に要する経

費の一部を補助するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助金の交付） 

第２条 市長は、集会所を建設し、購入し、又は修繕する自治会等に対して、予算の範囲内

において補助金を交付する。 

 

（補助金交付の対象） 

第３条 補助金交付の対象とする場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

（１） 新たに集会所を建設する場合。 

（２） 老朽化のため既存の集会所を取り壊し、同一場所に新しく集会所を建設する場合。 

（３） 骨組みを残して他は新築と同様の大改修を行う場合。 

ただし、１平方メートル当たりの改修費が基準単価の２分の１以上でなければな

らない。 

（４） 既存の集会所に１６平方メートル以上の建物を増築する場合。 



ただし、この要綱に基づき補助金の交付を受けた集会所にあっては、補助金の交

付を受けた年度から５年を経過しなければならない。 

（５） 既存建物を集会所とするため、当該建物を購入する場合。 

（６） 集会所の維持管理上必要と認められる大改修又は修繕を行う場合。 

ただし、この要綱に基づき補助金の交付を受けた集会所について、交付から１０

年以内に再度大改修又は修繕を行う場合は、特に市長が認める場合を除き、改修又

は修繕部位が重複しない場合に限り補助金交付の対象とすることができるものとす

る。 

２ 前項の規定に該当するものとして補助金の交付を受けた集会所について、交付から１０

年以内に再度、補助金の交付を受ける場合は、特に市長が認める場合を除き、最初に補助

を受けた年度から起算して１０年間に交付する補助金の累計額は、第５条に定める額を超

えないものとする。 

３ 令和６年能登半島地震にかかる新潟市自治会等集会所建設費補助金交付要綱（令和６年

３月２２日制定。以下「能登半島地震補助金交付要綱」という。）に基づき補助金の交付を

受けた集会所について、交付から１０年以内に再度大改修又は修繕を行う場合は、特に市

長が認める場合を除き、改修又は修繕部位が重複しない場合に限り、補助金交付の対象と

することができるものとする。 

ただし、能登半島地震補助金交付要綱に基づく補助金の交付を最初に受けた年度から起

算して１０年間に交付する補助金の累計額は、第５条に定める額を超えないものとする。 

 

（大規模集会所の範囲及び普通規模集会所） 

第４条 大規模集会所（以下「大規模」という。）の対象となる範囲は、次に掲げる条件のす

べてを満たす場合とする。 

（１） 建設し、又は購入する自治会等の普通世帯数が５００世帯以上であること。 

（２） 建設又は購入面積が２５０平方メートル以上であること。 

２ 大規模以外の集会所を普通規模集会所（以下「普通規模」という。）とする。 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額及び補助率は次のとおりとする。 

（１） 第３条第１項第１号から第６号に規定する集会所の建設、購入又は大改修等を行

う場合、普通規模については８００万円、大規模については１，２００万円を限度

とし、第６条各号に掲げる費用を除いた集会所の建設、購入又は大改修等に要する

費用の２分の１の範囲内の別表による算式を基準とした額とする。 

（２） 第３条第１項第６号に規定する集会所の修繕の場合、１００万円を限度とし、第

６条各号に掲げる費用を除いた工事に要する費用の３分の１以内の額とし、千円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

ただし、第６条各号に掲げる費用を除いた工事費が１件３０万円未満のものにつ

いては、補助金を交付しないものとする。 

 （３） 前２号の規定にかかわらず、建設、購入又は修繕を行う集会所に対し、本要綱に

よらない国、県、市及びその他の団体からの補助金等がある場合は、当該補助金等



の額を補助対象経費から控除する。 

 

（補助金交付の対象外費用の範囲） 

第６条 次の各号に掲げる費用は、補助金の交付の対象から除くものとする。 

（１） 敷地の購入又は借入に必要な費用 

（２） 既存の建築物を解体し、又は移転に必要な費用及び整地等の費用 

（３） 建設及び購入手続等に要する費用 

（４） 物置、門、塀、植栽等の費用 

（５） 障子・ふすまの張り替え、ガラスの入れ替え、畳の表替え・入れ替え、建具の修

理、給水栓等に類するものの修理の費用 

 

（交付申請） 

第７条 規則第６条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする自治会等は、補助金

交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

（１） 集会所の建設、購入又は修繕に係る収支予算書 

（２） 工事計画書 

（３） 工事見積書 

（４） 設計図書（平面図、立面図、付近見取図。ただし、修繕の場合は不要） 

（５） 建築確認通知書の写し（建築確認申請が必要な場合） 

（６） 契約書の写し（仮契約書でも可。ただし、修繕の場合は不要） 

（７） 土地の所有又は利用に関する権利書類 

（８） 現況写真 

（９） その他市長が必要と認める書類 

 

（交付決定及び通知） 

第８条 市長は、規則第６条の規定により補助金の交付申請があったときは、当該申請に係

る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助金を交付するか否かを決定す

るものとする。 

２ 前項の規定による審査等の結果、補助金の交付を決定したときはその決定の内容を、速

やかに補助金交付決定通知書により、自治会等に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第９条 自治会等は、補助事業が完了したときは、規則第１３条の規定により補助事業実績

報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 検査済証の写し（建築確認申請が必要な場合） 

（２） 建設費、購入費又は修繕費を支払ったことを証明する書類 

（３） 集会所の建設、購入又は修繕に係る収支精算書 

（４） 集会所の写真（全景及び内部） 

（５） 契約書の写し（ただし、交付申請時に提出した場合は不要） 

（６） その他市長が必要と認める書類 



 

（額の確定等） 

第１０条 市長は、前条の規定により実績報告書を受けた場合においては、当該実績報告書

の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該補助事業の成果が補助金の交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

その旨を補助金確定通知書により、自治会等に通知するものとする。 

 

（概算払い） 

第１１条 自治会等より概算払依頼書の提出があった場合は、規則及び新潟市財務規則（昭

和３９年新潟市規則第１２号）の規定に基づき、概算払いができるものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の適用期間は、令和７年３月３１日までとする。 

 

   附  則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 



別  表 

1 補助金額の算定基準 

（１） 新築・改築・増築の場合 

（延べ面積×基準単価）×１／２以内 

ただし、建設単価が基準単価を超えたときは基準単価とし、基準単価に満た

ないときは、当該見積書の建設単価とする。 

 

（２） 大改修の場合 

（改修面積×基準単価）×１／２以内 

ただし、改修単価が基準単価を超えたときは基準単価とし、基準単価に満た

ないときは、当該見積書の改修単価とする。 

 

（３） 購入の場合 

［購入面積×｛（基準単価×残存価値率）＋改修単価｝］×１／２以内 

ただし、購入単価が算式による額（基準単価×残存価値率）を超えたときは、

算式による額とし、算式による額に満たないときは、当該契約書の購入単価と

し、その適用単価に改修単価を加えた額は、基準単価をもって限度とする。 

2 端数の切り捨て 

 前項各号の算式によって得た額の千円未満の端数は切り捨てる。 

3 基準単価 １２５，０００円 

ただし、マンション等購入に係る基準価格はその都度定める。 

4 残存価値率 

耐用年数 － 経過年数  

残存価値率 ＝   

耐用年数 

 

 ただし、残存価値率が０．５を下回る場合は、０．５を残存価値率とする。 

 耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）別表に規定する耐用年数とする。 

 


